
（2021年度介護保険制度改正事項 サービス別一覧表）

ターミナルケアの評価

科学的介護の評価へ（LIFE）

認知症ケアの評価

次期改正への爪跡

規制緩和

株式会社エクセレントケアシステム

執行役員人材開発部部長 柴垣竹生

2021年度介護報酬改正を読み解く
～改正内容から今後の経営を考える～



改定事項 特定 GH 小多機 看多機 訪問介 通所介 居宅 福祉用
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2 新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

3 災害への地域と連携した対応の強化 〇 〇

4 認知症専門ケア加算等の見直し 〇 〇 〇 〇

5 認知症に係る取組の情報公表の推進 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

6 認知症介護基礎研修の受講の義務づけ 〇 〇 〇 〇 〇

7 看取り期における本人の意思に沿ったケアの充実 〇 〇 〇 〇

8 介護付きホームにおける看取りへの対応の充実 〇

9 特例居宅介護サービス費による地域の実情に応じたサービス提供の確保 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

10 リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の一体的な推進 〇 〇 〇 〇 〇

11 生活機能向上連携加算の見直し 〇 〇 〇 〇 〇

ワンポイント解説

リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組はあくまでも一体的
に。（介護予防がリハ中心になったことへの反省を踏まえて）

全体で０．７％プラス。実質０．６５％プラス。

新型コロナ対応の上乗せ分は０．０５％。2021年4月～9月の半年間の
みの適用。10月より基本報酬が0.05％下がることに留意。

感染症及び自然災害について業務継続計画（BCP：business
continuity plan）策定を義務化。3年の経過措置。

加算の適用を入所・入居系から訪問介護・訪問入浴・定期巡回まで拡
大。

現行の基本情報調査票に、認知症介護指導者研修等を受講済みの人数
を記入する欄を追加。

無資格者を対象に研修受講を義務付け。リモート受講を可とするなど
の配慮を検討。

訪問看護等のターミナルケア加算要件と同様に「人生の最終段階にお
ける医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等の内容に沿った
取り組みを行うことが求められる。

看取り介護加算要件の「協議参加者」に生活相談員を追加。（Ⅱ）を新設
し要件に看護職員配置（夜勤又は宿直）を追加。（Ⅰ）（Ⅱ）ともに「31日
～45日枠」を新設。

中山間地域・離島への加算等の評価。

（Ⅰ）１００単位・（Ⅱ）200単位の2階建てに。低算定の原因であるPT等
との連携についてICTも可とする緩和。
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改定事項 特定 GH 小多機 看多機 訪問介 通所介 居宅 福祉用

12 介護付きホームにおける個別機能訓練加算の見直し 〇

13 通所系サービス等における口腔機能向上の取組の充実 〇 〇 〇 〇 〇

14 ADL維持等加算の見直し 〇 〇

15 処遇改善加算の職場環境等要件の見直し 〇 〇 〇 〇 〇 〇

16 介護職員等特定処遇改善加算の見直し 〇 〇 〇 〇 〇 〇

17 サービス提供体制強化加算の見直し 〇 〇 〇 〇 〇

18 介護付きホームの入居継続支援加算の見直し 〇

19 テクノロジーの活用によるサービスの質の向上や業務効率化の推進 〇

20 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）の廃止 〇 〇 〇 〇 〇 〇

21 認知症グループホームにおける看取りへの対応の充実 〇

22 認知症グループホームにおける医療ニーズへの対応強化 〇
医療連携体制加算（Ⅱ）（Ⅲ）の「医療的ケアが必要者受入要件」を拡大。
人工呼吸器使用・中心静注・透析等７項目追加。

（Ⅰ）１２単位・（Ⅱ）２0単位の２階建てに。低算定の原因であるPT等と
の連携についてICTも可とする緩和。LIFEへのデータ提出と活用。

「口腔」と「栄養」はセット。加算を統合し各々2階建てに。口腔・栄養スク
リーニング加算（Ⅰ）20単位と（Ⅱ）5単位。口腔機能向上加算（Ⅰ）１５０
単位と（Ⅱ）１６０単位。LIFEへのデータ提出と活用。

対象を通所介護以外の認知症対応型通所・特定施設・特養等に拡大。初
月要件（要介３以上15％等）や利用者数要件を緩和。（Ⅰ）３単位⇒30
単位、（Ⅱ）6単位⇒60単位。LIFEへのデータ提出と活用。

職場環境要件を見直し。年度毎の実施となった点に注意。

現行は「経験・技能のある職員」の平均賃上げ額は「他の介護職員」の2
倍でなければならないが、「より高くする（上回ればいい）」に緩和し、小
規模事業者の活用を促す。

最上位ランクを新設。キャリアが長い職員がいることを評価（加算Ⅰの
要件「勤続10年以上介護福祉士25％以上」）。

（Ⅰ）３６単位・（Ⅱ）２２単位の2階建てに。（Ⅱ）の喀痰吸引利用者割合要
件を「５％以上１５％未満」に（緩和）。

入居継続支援加算について、見守り機器・インカム・スマートフォン・介護
記録ソフト等を活用してアセスメントや評価等を行った場合、介護福祉
士配置要件を緩和（６：１⇒７：１）。「質」「負担軽減」「現場職員の参画・意
見」を重視。

（Ⅰ）～（Ⅲ）に算定が進んでいるため（Ⅳ）（Ⅴ）を廃止。1年の経過措置。

「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドラ
イン」等の内容に沿った取り組みを行うことが求められる。「31日～45
日枠(72単位)」を新設。

ワンポイント解説
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改定事項 特定 GH 小多機 看多機 訪問介 通所介 居宅 福祉用

23 緊急時の宿泊ニーズへの対応の充実 〇 〇 〇

24 地域の特性に応じた認知症グループホームの確保 〇

25 認知症グループホームにおける栄養改善の推進 〇

26 認知症グループホームの夜勤職員体制の見直し 〇

27 管理者交代時の研修の修了猶予措置 〇 〇 〇

28 外部評価に係る運営推進会議の活用 〇

29 計画作成担当者の配置基準の緩和 〇

30 多機能系サービスにおける認知症行動・心理症状緊急対応加算の創設 〇 〇

31 通所困難な利用者の入浴機会の確保 〇 〇

32 離島や中山間地域等におけるサービスの充実 〇 〇

33 過疎地域等におけるサービス提供の確保 〇 〇市町村が認めた場合、登録定員超過時の減算を一定期間免除。

ワンポイント解説

「1事業所1名まで」を「1ユニット1名まで」に、「7日以内」を「やむを得な
い場合14日以内」に、「個室」を「個室的なしつらえ（疑義解釈待ち）」に、
各々緩和。

ユニット数を「原則１又は２」から「１以上３以下」に緩和。また新たにサテ
ライト型事業所を認める。３ユニット＋サテライト（１ユニット）、２ユニッ
ト＋サテライト（2ユニット）など、従来より多様な事業運営が可能に。

栄養管理体制加算（月30単位）を新設し、利用者の栄養・食生活に関し
て管理栄養士が介護職員等へ助言・指導を行う体制づくりを進める。外
部の「栄養ケア・ステーション」等との連携を含む。

3ユニットで各ユニットが同一階に隣接の場合、例外的に夜勤2名体制
にすることが可能。しかしながらレアケース。

計画作成担当者と同様に、解釈通知において「市町村からの推薦を受
けて都道府県に研修の申込を行い、当該管理者が研修を修了すること
が確実に見込まれる場合」研修の修了を猶予。

「自己評価」に加えて「外部評価」か「運営推進会議における評価」のいず
れかを選択可能に。

「ユニットごと専従配置」から「事業所ごと専従配置」に。非常に大きな緩
和措置。

認知症高齢者の緊急時の宿泊ニーズへの対応として、施設系サービス
等と同様に緊急対応加算を（1日200単位）を新設。

事業所負担で訪問入浴介護等のサービスを利用することは可。

特別地域加算・中山間地域等における小規模事業所加算・中山間地域
等の居住する者へのサービス提供加算について対象を拡大。
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改定事項 特定 GH 小多機 看多機 訪問介 通所介 居宅 福祉用

34 地域の特性に応じた小規模多機能型居宅介護の確保 〇

35 介護老人福祉施設等の人員配置基準の見直し 〇

36 同一建物減算適用時等の区分支給限度基準額の計算方法の適正化 〇 〇 〇

37 通所系サービス等における栄養ケア・マネジメントの充実 〇 〇

38 褥瘡マネジメント加算等の見直し 〇

39 排せつ支援加算の見直し 〇

40 訪問介護における看取り期の対応の評価 〇

41 訪問介護における通院等乗降介助の見直し 〇

42 特定事業所加算の見直し 〇

43 サービス付き高齢者向け住宅等における適正なサービス提供の確保 〇 〇 〇 〇

44 通所介護等の事業所規模別の報酬等に関する対応 〇

ワンポイント解説

登録定員及び利用定員について、「従うべき基準」から「標準基準」に緩
和。市町村が「合理的なもの」と判断する場合の基準緩和が可能に。

栄養アセスメント加算（月５０単位）を新設し、利用者の栄養・食生活に関
して管理栄養士（職員もしくは社外連携）が介護職員等へ助言・指導を
行う体制づくりを進める。外部の「栄養ケア・ステーション」等との連携
を含む。

特養・老健等と同様に看護小規模多機能も対象に。また、（Ⅰ）３単位・
（Ⅱ）１３単位の２階建てに。

特養・老健等と同様に看多機も対象に。また、（Ⅰ）10単位・（Ⅱ）15単
位・（Ⅲ）２０単位の３階建てに。（Ⅱ）は排尿か排便のいずれかが改善＋
いずれも悪化なしが要件。（Ⅲ）はいずれか改善＋いずれも悪化なし＋
おむつ不使用が要件。

頻回訪問の必要性に鑑み、2時間未満間隔であっても合算せずに各々
算定可能に。

特養・小規模多機能併設の場合の管理者・介護職の兼務が可能に。

同一建物減算に関し、通所系・多機能系についても訪問介護同様に「減
算適用前（同一建物以外に居住する者に対して行う場合）」の単位数を
用いる。

（Ⅴ）ランク（３％）を新設。体制要件にICT活用したサービス関連の会議
の開催を追加。

同一建物内の訪問系・通所系・福祉用具貸与については、建物外にも
サービス提供を行うこと（省令改正）。また市町村が指定時に一定割合
を建物外とする条件を付加することが可能に（通知改正）。利用者偏重
についての行政指導も厳格化。

新型コロナの影響による報酬減少について、「（ア）月の延べ利用者数
ベース」「（イ）前年度比平均延べ利用者数ベース」に照らして、３％加算
（補填）。高い方を申請。

同一事業所において、居宅が始点又は終点となる場合、病院間の移動・
施設と病院間の移送については算定可能に。
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改定事項 特定 GH 小多機 看多機 訪問介 通所介 居宅 福祉用

45 通所介護における地域等との連携の強化（通所介護のみ） 〇

46 リハビリテーション計画書と個別機能訓練計画書の書式の見直し 〇

47 通所介護における個別機能訓練加算の見直し 〇

48 通所介護等の入浴介助加算の見直し 〇

49 退院・退所時のカンファレンスにおける福祉用具専門相談員等の参画促進 〇

50 質の高いケアマネジメントの推進（特定事業所加算の見直し等） 〇

51 逓減制の見直し 〇

52 医療機関との情報連携の強化 〇

53 看取り期におけるサービス利用前の相談・調整等に係る評価 〇

54 介護予防支援の充実（予防のみ） 〇

55 生活援助の訪問回数の多い利用者等のケアプランの検証 〇

２つの計画書の書式を共通化し、帳票を簡素化。

現行（Ⅰ）46単位・（Ⅱ）56単位⇒（Ⅰのイ）56単位・（Ⅰのロ）85単位・
（Ⅱ）20単位。（Ⅱ）は（Ⅰ）に上乗せ可。LIFEへのデータ提供と活用を要
する。

従来の入浴加算は50単位⇒４０単位に。（Ⅱ）は居宅との連動性が問わ
れる。

退院・退所時カンファへの福祉用具専門相談員等の参画を明文化。

要件に「連携」が多い（A）を新設。小規模事業所でも取得しやすく。

ICT導入か事務員配置の要件を満たせば、1人当たりの取扱件数「45
名未満」について逓減を免除。

通院時情報連携加算（月５０単位）を新設。

利用前に行った諸準備について、給付管理票（原案）等があれば、居宅
介護支援費の算定が可能に。

委託連携加算（月３００単位）は地域包括支援センターへの加算。

10月までに訪問介護で生活援助の多いプランを洗い出しておくこと。

基準要件に「地域住民やボランティア団体との連携及び協力を行う等の
地域との交流に努めなければならない」との文言を追加。BCPがらみ。

ワンポイント解説
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改定事項 特定 GH 小多機 看多機 訪問介 通所介 居宅 福祉用

56 居宅介護支援における（看護）小規模多機能型居宅介護事業所連携加算の廃止 〇

57 CHASE・VISIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進 〇 〇 〇 〇

算定実績が少ないため廃止。

CHASE・VISITは「LIFE」に統合し、厚生労働省がケア情報を収集。科
学的介護推進体制加算（Ⅰ）４０単位を新設（特養等は（Ⅱ）６０単位も）。
利用者情報の「提供」と「活用」が基本要件。

ワンポイント解説
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